
法人単位事業活動計算書
(自) 令和 5年 4月 1日 (至) 令和 6年 3月31日

第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

(単位：円)

勘　定　科　目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)
サ 収 就労支援事業収益       7,015,423       9,470,299      -2,454,876
｜ 益 障害福祉サービス等事業収益      41,961,880      46,600,420      -4,638,540
ビ     サービス活動収益計(1)      48,977,303      56,070,719      -7,093,416
ス 人件費      33,286,174      33,153,768         132,406
活 費 事業費       4,876,489       5,142,625        -266,136
動 事務費       4,344,920       3,892,523         452,397
増 就労支援事業費用       8,177,653       9,469,380      -1,291,727
減 用 減価償却費       4,066,123       4,147,699         -81,576
の 国庫補助金等特別積立金取崩額      -1,640,077      -1,633,556          -6,521
部     サービス活動費用計(2)      53,111,282      54,172,439      -1,061,157

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)      -4,133,979       1,898,280      -6,032,259
サ 収 受取利息配当金収益             483             395              88
｜ 益 その他のサービス活動外収益         183,206         237,299         -54,093
ビ     サービス活動外収益計(4)         183,689         237,694         -54,005
ス その他のサービス活動外費用          52,050          47,400           4,650
活 費
動
外
増 用
減
の     サービス活動外費用計(5)          52,050          47,400           4,650
部 サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)         131,639         190,294         -58,655
経常増減差額(7)=(3)+(6)      -4,002,340       2,088,574      -6,090,914

特 収
別 益     特別収益計(8)
増 費
減 用
の     特別費用計(9)
部 特別増減差額(10)=(8)-(9)
当期活動増減差額(11)=(7)+(10)      -4,002,340       2,088,574      -6,090,914

繰 前期繰越活動増減差額(12)      66,815,728      65,227,154       1,588,574
越 当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)      62,813,388      67,315,728      -4,502,340
活 基本金取崩額(14)
動 その他の積立金取崩額(15)
増 その他の積立金積立額(16)         500,000        -500,000
減
差
額
の
部 次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)      62,813,388      66,815,728      -4,002,340


